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屏本企業 は、好況期 を中心 と して、 これ まで積極 的に子 会社 や関連.会社 を設.立もしくは獲
得 し、大規 模 な企業 グル ープを形成 して きた。1986年に雇用促 進事業団(現 在 は雇用 ・能 力
開発機構)が まとめた 「系列会 社にxfするiliYul・転 籍に関す る調査 」 によると、企業 が子 会
社 を設立 ・取得 した理由 および 甘的 と しては、 「本業 の技術 ・ノウハ ウをいか した新製 品 ・新
分 野 への進 出の ため」 が最 も多 く(48.6%)、続 いて 「OYPfiの販売 強化 のた めJ(45.9%)、
「異業種 への進出の ため」(30.3)、「部門 の独.立採算 的色彩 を強め るため」(27,5%)、「本 体
の肥大化防止 のため」('14.8)などが挙げ られた。
この よ うに、企業 グル ープ形成の 冒的は さまざまであ るが 、.'会社 ・関連会社 には、 もう
ひ とつの 重要 な側面 があったと・考え られ る。す なわち、子会社 を所有 して いる企業 は、不 況
期 には.企業 グループ内で互い に調達 を行 った り資金 を融 通 しあった りす ることにより景気変
勤 の影 響 を避 け られ る可能性 があると共 に、親会社 の業 績が不安定 にな.った場合 は子会社 を
バ ッファとす ることに より危機 を緩和す るこ とがで きる可能性 もある(藤.井 ・木村,zoos)。
実際 、 これ までの[1本の企業グル ープ経営 において は、 しば しば グルー プ全体 よ りも親 会
社単体 の業 績のみ が重視 され 、グル ープfA#1;や関連会社 の利益 が犠牲に されて きた(酋 澤,
]999;小河 ・矢部,1999)と言 われてい る。「押 し込み販売の対象」 や 「不良資産の処理手段 」
とい った よ うに、取 引 を通 じて子会礼がバ ッファ(受 け皿)と して利用 されて きたの であ る
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(田中,1999>。また、2000年3月期か ら適 用 された連結重視の新 しい会計制度の 目的の ひ とつ
は 、そのよ うな子 会社 ・関連会社 の利 用 を も含 めて、グループ全体の実態 を明 らかにす る こ
とで あった。
しか し、日本の企業 グルー プにおいて、 この よ うな子 会社 ・関連 会社 の利用 が本 当に行 わ
れて きたのか どうか 、そ してそれが実際 に有効 で あったの かど うかに関 して 、実際 に理論的
に検討 し、それを検 証 した研究 は見 当た らないQ:.す なわち、景気の変動 などによって親.会
社 の業績 がなん らかの影響 を受 けた場合 に、親会社 は子会社 との取引 を通 じて その影響 を緩
和 して きたのか、そ して その よ うな子.会社 との取 引に よって 、実際 に親会社 の業績 に対 す る
影響 は緩 和 されたのか どうかは明 らかでは ない。 また 、その ような研究 が行 われてい ない こ
とによって、親会社単 体で はな くグル ープ全体 の業績 を重視 す る新 しい会計制度 の導 入が、
企業グル ープの経営 にどのよ うな影響 を与えたのか も明確 に示 されてい ない。
本稿では、「グル ープの外部環境 が悪化 した場合 、実際 に子会社がバ ッファと して利用 され
て きたの か」 そ して 「それは どの よ うな理論 的メ カニズ ムで行 われ て きたの か」 を リサ ーチ
クエスチ ョンと し、今後 の実証研究 を行 うために、企業 グル ープ内での協 調 およびパ ワー関
係 に関 して理論的 に検 討 し、いくつかの仮説 を提示す る。
2.理論的背景
2-1.組 織 間 関 係 に お け る コ ラボ レー シ ョン
本稿 では、大規模 な親会社 とその子会社群 か らな る企業 グル ープ 〔zlを、密接 な関係 にある
組織 の集 合 とみ な し、グル ープ内での何 らかの相互作屠 もしくは取 引に よって環境 に適 応 し
て い こうとす る存在 と して分析 を行 う。 この ような組織の集合 と相互 作用、 そ して環境 への
適応 とい う問題に関 して は、AstleyandFombrun(1983)やAstley(1984)が、協 同戦略
(collecfivestrategy)とい う視点 か ら.複数組織 間の.協調的関係の メ リッ トを分析 している。
彼 らによる と、個 々の組 織 では対応 で きない環境 の変化や市場の不確 実性で も、他 の組織
との相r,.支援 シ.ステムに参 加す る ことで 、協 同管理 された.F位環境 を構築 し.、それ に よって
少な くと も部分的 には より外部 の環境 の変動 によ る影 響 を緩 和す ることが可能で ある。 す な
わち、企業 グル ープの よ うに複数の組織 が集合 し、相互作 用す ることによって、環境の変化
や市場 め不確実性の影響 を緩 和で きる。 したが って、そのよ うな組織集合 において は、個 々
の組織 によ る個別適応(individualadapLafion;)ではな く、協調的相互作 用に よる組繊集合全
体 と しての共同適応(communaladaptalion)が指 向 されることになる。
密接 な関係に ある組織 間の相互作用や取一iから得 られ るよ り具体 的なメ リッ トに関 しては、
これ まで多 くの研究者 に よって検討 され て きた。た とえば、密接 な関係 は組織 間の情報共有
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を可能 と し、サプライヤ ーの能 力や顧客 のニーズに対す る理解 も容易 とな るため 、取引の不
確実性 を低 下 させ ることが.可能 で ある。 そのよ うな関係 によって不確実性 が低 下すれ ば、買
い手 に とって は効果的 な調達活動 や在庫 コ ス トの削減 が可能 とな り.、売 り手に とって も在庫
コス トの削減 だけで な く、顧客 のニ ーズを理 解 した効.果的 なマーケテ ィング活動 を行 うこと
が可能 とな る(Trevelen,1987;IanderosandMonenczkaiss9;Anderssonetal,2002)。
他 に も様 々な研究者(Trist,1953;StralkowskiandBillon1988,;JohnstonandLawrence,1988
etc:).....が組 織 間の密接 な関係 もし.くは協力.的.・..協調 的.な.関係の メ リッ..ト.を.主張 して きたが 、基
本的 に は、そのよ うな関係 は不確実性 を低 下 させ 、資源 を獲得 し、問題 を解決す る手段 と し
て とらえられて きた(HardyandPhillips,1998)。企 業グル ープにおいて も、 グル ープ各社 が
協調 的 に行動 し、様 々な情報 を共有す る ことで 、親 子会社 間 もしくは子会社 間で行われ る取
引の不確実性 を低下 させ ることが可能 で あろう。 また、グル ープの外部環境 が変化 した場合 、
グル ープ内企業 間の協調 的相 互作用 によ って その影響 を緩和 で きるとい うメ リッ トも考 え ら
れ る。
一方 で 、 このよ うな密接 な関係 も しくは コラボ レーシ ョンに関す る研究 に対 して は、その
組織 間 関係 に関す る仮定に疑問 も投 げか けられ てい る。協 調的 な取引関係 とは、取引 を行 う
個 人 も しくは組織が、互いに長期 的な協力の努 力を行い、個 々の 目標 および共通の 目標 の達
成 を目指す よ うな関係で ある(Srirametal,1992)。このよ うな定義 か ら、 しば しばコ ラボ レ
ーシ ョンにおいて利 害関係者 は自主 的に参加 し、共通の 目標 を持 ち、それぞれの パワーは均
等で ある と仮定 されて きた(HardyandPhillips,1998)。それに よって、搾取(exploitation;)
や抑圧(repression>、不公平(unfairness)、非対称 的パ ワー関係(asymmetricalpowerrela-
fions)とい った問題は しば しば無視 されて きたので ある(Knightsetal,1993>。
しか し、特に これ までの 日本 の.企業 グル ープ経 営 において は、 これ らの仮定 は非現実的 な
ものの よ うに思われ る。 それは 、 日本の.:^r,グル ープ において、r不良資産 の処理手 段」 や
「押 し込み販売の対象」のよ うに、親会社0)利益の ためにr会 社や関連会社の利益 は犠牲 に さ
れ、不況期 において は子会社 がバ ッファ として利用 され る傾向 があ った(田 中,1999;西澤,
1999;小河 ・矢部,1999)とされてい るか らである、,
これ らは明 らか に搾取や揮圧 、不公 平 とい った言葉 で表 され るもの であ り、また協 同戦 略
で想 定 して いるよ うな集合 と してのr,_的な.協調行動 とは異 なるものだ と考 え られ る。すな
わち、親会社 によるそのよ うな一方 的行動 を可能 とさせ る背景 と して、企業 グル ープ内の親
子会社間 に 「パ ワーの不均衡 」が存在 す るとい うことを77:している。 したがって、協同戦
略で行 われ て きた.協調的相 互作用 に関す る議論や 、密 接 な関係 にあ る組 織問の コ ラボ レーシ
ョンに関す る従来 の議 論だ けで はな く、組織 間のパ ワー関係 とい うもの に注 目す ることで、
子会社 のバ ッファとしての役割 、そ して その ように利用 される際の.メカニ ズム をより深 く理
解で きるので はないだろ うか。
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2-2.組 織 間 関係 に お け るパ ワ ー
では、パ ワー とは何か。 そ して組織 間にパ ワーの不均衡 が存 在す る場合 、す なわち、一方
の組織が他の組織 に対 してパ ワー関係 上有利 な立場 に立 ってい る場合 、そのパ ワーは どの よ
うな行動 に結 びつ くのであろ うか。
山倉(1993)によると、パ ワーとは 「他 の抵抗 を排 して も、自 らの意思 を貫 き通す能 力で
あ り、自 らの欲 しない ことを他か らは課せ られ ない能 力」 で ある(S;。また、組織間関係 にお
いて.、組織 が他組織 に対 して.パワーを持 う..ている.と.しN.う.こ.とは.、...組織 が自 らに とって望 ま し
い と思 うことを他組織 に課す ことがで きるとい うこ とであ る。す なわち、組織 間の依存関係
が一方 的で あ り、相 互 的な もので はない場合、結果 として見 られ る非 対称 的パ ワー関係 は、
より強 い(依 存 してい ない)組 織 に よる機会主 義的行動 や、 より弱 い組織 に対す るコン トロ
ール を促 進する(Srirametal,1992)。
この ようなパ ワーの定義、 も しくは機能 に基づ くと、企業 グルー プにおいて親 会社 と子会
社 との間にパ ワーの不 均衡 があ るとすれ ば、親会社 が 自 らに とって望 ま しいと思 うこ とを子
会社 に課す ことがで きる。 また、その よ うなパ ワーの不均衡 は親 会社 に よる機会主義 的行動
や子会社 に対す るコン トロール を促進す るとい うことにな る。
これ までの 日本の企業 グループ経 営において は、経営者 だけでな く投資家 も、グル ープ全
体の業績 よ りも親会社単独の業績 を重視 して きた(石 川,2000>。有価証券報告書 において も
単独決算 が主 であ り、連結決算 は付加 的な情報 と して扱 われて きた。そのため、不況期 にお
いて も、親会 社に とって はグル ープ全体 よ りも自 らの業績 を高め ることが必要で あったと考
えられ る。
もしそれ らの理 由か ら、不況期 において親会社 の業績 が重視 されて きた とすれば、パ ワー
関係上有利 な立場 にある親 会社 が、自 らのパ ワーを行使 する ことで 子会祉 をコン トロール し、
それをバ ッフ ァとして利用 してきた.可能性 は高 い。言 い換 えれば、子 会社 の利 益を犠牲 に し、
不況 期 におい て も自 らの業績 に対す るマ イナ.スの影 響 を緩 和 す るこ とが、親会社 に とって
(もしくは企業 グループ全体 にとって も)「望 ましい」 ことで あったと考 えられ る。
2-3.企 業 グル ー プ に お け るパ ワ ーの 源 泉
では、企業 グル ープ を含め た組織 間関係 において 、そのよ うな行動 を可能 と させ るパ ワー
の源泉 、も しくはパ ワーの不均衡 を生 み出す要因に は,ど の よ うな ものが あると考 え られ る
であろ うか。
まず 、特 に 口本の企業 グループにおいて は、組織 間の所有 関係が 、基本 的 ・構 造的 なパ ワ
ーの源泉 として考 え られ る。本稿で企業 グループ と して いるのは、親会社 とその連結子会社
の集合で ある。連結 子会社 とい う場n、 原則 と して親 会社 は当該子会社 の発行済株 式の50%
以上 を所有 してい る(4`。したが って 、そこで は資本 によ る支配 が成立 して おり、親会社 は当
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該 子会社の意思決定 に参 加す る ことがで きるため、必然 的に一定の非.対照的パ ワー関係 が存
在す ると考 え られ る。実 際 、真鍋(2002)は自動車 メ「カ ーと部 品サプ ライヤ ーとの.協調 関
係 を分析 す る際に 、組織 間のパ ワ・一関係 を表 わす指標の ひ とつ と して株式所有 比率 を用 いて
お り、所 有関係に よるパ ワーが サプ ライヤ ーの協調意識 に影響 を}え る とい う分析結果 を報
告 している。
さ らに、取 引上 の依存関係 もパ ワーの源泉 となりうる。維織 聞関係 とは資源 や情 報 を媒介
とす るつ なが りであ り、組織 と組織 との.取引、つ まり組織 間.の.資源 ・情報交換 で ある(山 倉,
1993)。こうした交換は組織間の非対称 的なパ ワー.関係 を生み 出す。Emerson(1962)による
と、この ような関係においてパ ワーは資源依存 の裏返 しで あ り、「他の欲す るところの もの を
自らが持 ってい ることJか ら発生す る。
取引 を行 う組織 間の依存関係 は、取引 され る資源 の重要性 と代替 的源泉の利用 可能性 に よ
って決定す る0(Jacobs,1974;PfefferandSalancik,1978;Srirametal,1992;山倉,1993 c.)。
す なわち、代替 的源泉が ほとん ど存在せず 、その資源が当該組織 に とって決定 的に重要で あ
る場合、依存関係 が形成 され(Jacobs,1974)、それに よって取 引 を行 う組織 間にパ ワーの不
均衡が発生するのであ る(Emerson,1962;FrazierandSummers,1956)。
この ような資源 および取引 の.重要性や代替可能性 と密接 に関連 す るもの と して、取 引自体
の性 質、特に関係特 殊的 な資産(relation-specificasset>への投資 がある。た とえば取 引関係
において、売 り手 は買い手0)ニーズ を満たす ために、部 品の特注生 産や特殊化 されたプ ロセ
.スの開発 、 もしくは配送業務 の調整 とい った、特定の取 引のための投資 を行 うかも しれない。
取 引相 手に とって は、その ような特殊 な製品やサ ー ビスを提供 して くれ る企業 は数 が少 な く
貴重で あるため 、それ らの投資 を行 うことによって 、売hは 取 引...ヒ有利 な.立場 を獲得 す る
ことが可能で あろう(Srirameta7,1992)。
しか し、関係特殊的 な資産への投資 と組織 間のパ ワー関係 に関 しては、 これ とは逆 の説 明
を行 うことも可能 である。Williamson(1991)は、関係特殊的 な資産 の特徴 と して、その 資
産 が別 の用途へ と転用で きない、 あるいは この転用に 多 くの コス トがかか るか 、生産的価値
の減 少 をともな うとい うことを挙 げて いる。 これ らの特徴 は.、その よ うな投資 を行 うことに
よって、企業 が特 定の取引 関係 に閉 じ込 め られ る(locked-in)可能性 があ るとい うことを示
している。すなわち、特定 の取 引相手 との取 引においてのみ有効 となる ような投資 を行 えば
行 うほ ど、それ以外の取 引柑 手 との取引 は難 しくな るため 、当該 企業 のパ ワーは弱 くなると
考 えられ るのであ る。
この よ うに考 え ると、組織 間関係に おけるパ ワーの源泉 と しての関係 特殊的資産への投 資
は、 その投資 を行 った企業の重要姓 を高め ることによって、 当該.企業の パ ワー を強 くす る場
合 、そ して反対 に、他の取引柑 手 との取引(販 売 や調達¢)代替 的源泉)を 制限す ることによ
って 、当該企業 のパ ワーを弱 くす る場合 、といった二面 性 を持 って いる。いずれ にせ よ、取
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引 を行 う企業の...・方 もしくは両方 が 、関係特 殊的 な投 資を行 うことに よって、その企業 間の
パ ワー関係 になん らかの変化が生 じると考 えられ る。
以上 の ように 、企業 グル ープ を含 む組 織 間関係 において 、所有 関係 と関係特殊 的資産 への
投資 は、組織 間のパ ワー関係 を決定 す る重要 な要 因で あると考 え られる。 したがって 、親会
社の業績 を重視 し、子.会社 をバ ッフ ァと して利 用す るためのパ ワーの源泉 と して、企業 グル





















まず、グループの外部環境が悪化 し、その影響 として親会社の業績にマイナスの影響 が及
ぶ場合 、親会社単独の業績が子会社を含めたグループ全体の業績よりも優先されれば、親会
社はパ ワーを行使 し、子.会社との取引を通 じて....・定の売.rを確保 しようとするかもしれない。
たとえば、それ まで.市場で販売 していた製品の需要が低下した場合、その低下 した需要分の
製品を子会社へと販売す るといったことも考えられる、.,その場合、高業績期と比較 して、親
2A一








子会社 にかけられた負担を子会社間の取引によって分散 させる可能性 も高い。 また、グル ー
プの外部環境が悪化 したことによる直接的な影響 を特定の子会社が受けている場合にも、子




って、グループ内部での売上高 も増加するであろう。 したがって、ここまでの議論に基づ け
ば、グループの外部環境が悪化 した場v.連 結のパ フォーマンスが低下 〔zしたとしても、グ





で は、 その よ うに 子会社 との取引 が利用 された場合 、子 会社のパ フ ォーマ ンスはどの よ う
な影響 を受 けるであ ろうか。親子会社 間の非 対称 的パ ワー関係 に基づ いて企業 グル ープ内の
子 会社 が取 引 を通 じてバ ッフ ァと して利 用 されれば 、本 来は親会社のパ フォーマ ンスに反.映
され るべ きマ イナス部分で あったと して も、その....部をグル ープ子 会社 が間接的 に負 担す る
ことに なる。 そのため、グル ープの外部環境 が悪化 した場合 、 グル ープ内での取引量 および
売上 高の増加 に応 じて、子会社のパ フ ォーマ ン.スは低下 す るで あろ う。つ ま り、親会社 が確
保 した...一・定の売上高 や利益 は、.子会社の売上 高 や利 益の 一部 を犠牲 に した もので あるため 、
親会社 の:業績 を重視 したバ ッフ ァとして利 用 され るこ とに よって、.子会社のパ フ ォーマン ス
は低下す ると考 えられ る。
仮説3グ ル ープ内売.L-wは子会社のパ フォーマ ンスに負 の影響 を及ぼす
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日本の企業グループには、このようなバ ッファとしての子会社の利用を促進する親子会社
間の基本的 ・構造的なパ ワーの不均衡、すなわち所有関係による非対称的パ ワー関係が存在























も親会社の業績を重視するとい う考 えによって行われる。 しかし.、日本においても近年、欧







フォーマンスが評価 されるため、「個. の々.子会社の自立と業績向.上」や 「部分最適を追求 した
一sa一



















4.お わ り に
本稿 の 目的 は、.今後の実証研究 に向 けて 、企業 グル ープにおけるバ ッファと しての子会 社
の役割 に関 して 、い くつ かの仮 説 を理論的 に導 き出す ことであった。そのため、組織 間関係
に関す るい くつ かの理論 を用いて.最 終 的には5つ の仮説 を導 き出 した。
木稿 は理 論 に基づ いて仮説 を導 出す るとい う.スタイルで あったが、 これ まで学術 的な研 究
として行われ てこなかったグルー プ.子会社 のバ ッフ ァと しての役割 を理論的 に裏付 け るこ と
がで きた とい う点 で、実務的 ・学術的 な沖 日の高 まってい るグル ープ経営の研究 に対 して貢
献で きたの ではないだろ うか。
本稿 で提 示 したい くつかの仮 説 を実証す るため には、関係 特殊的 な資産や 、連 結パ フ ォー
マ ンス、そ し.て親 会社 お よび子会社のパ フ ォーマ ン.スとい った変数 を慎重 に操作 化 して いか
なければ な らない。特に関係 特殊的 な資産 に関 して は、取 引 コス ト経済学 に基づ く研究 にお
いて も最 も測定 が困難な変数 とされ てお り、多 くの研究 者が さまざまな方法 で操 作化 を試 み
てい る(ShelanskiandKlein,1995).たとえば、物 的資産 の特殊性 と して、Masten(1984)
は 「部uouの複雑 さ」 をサ ーベ イデ ー タか らコー ド化 してい る.ま た.研 究 開発費 も物 的資産
の特殊性 と して一般 的に用 い られ る代理変数 であ る(ShelanskiandKlein,1995)。
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また、パ フ ォーマ ン.スの指標 と しては、多 くの研究 によって売 上高や利益、ROE、ROAな
ど、 さまざまな指標 が用 い られてい る。 しか し、実際 に分析 を行 う際 に どの指標 を用 いるべ
きか とい う問題 に関 して は、本稿で導禺 した仮説の意昧 や.分析 対象 の性質 等を含めて.十分 に
検 討すべ きであろ う。
それ らの変数の操作 化 に加 えて、srを 検証す るための 分析 方法や 、分析対 象 とな る企業
グループの検 討 も必要 .となる。 これ らを慎重 に行い、実際 のデー タを用 いた実証研究 を行 っ
てい きたい。それ によ って 、これま.で理論やデ 」タに.基づ かず に主張 され てきた、企 業 グル
ープにおけ るバ ッフ ァとしての子.会社 の役割やその有効性 、そ して それ らと新 しい会 計制度












Weber(1922)によると、パワ 一ーとは 「ある#1.会的関係の内部で抵抗を排 してまで自己の意思を貫
徹するすべての.可能性一iである。またBlau(1964)はウS_バ ーの定義をもとに、パ ワーを 「定期




細に、パワーを 「行動に影響を1.え、出来事の展開方向を変化 させ、抵抗を克服 し、他人をしてそ
の望まざることを為さしめる潜在的な能力」(1'feffei,1992)と定義している。本稿では、より包括
















してきた。したがって、実際に設定する仮説 も、企業グループの外部環境が悪化 した場合を想定 し
たものとなる。
(7)最終的な連結決算の数字はグループ内で行われた取引を相殺消去したものであり、グループ内の取
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